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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

①　洪水氾濫対策

堤防整備、ダム建設・再生等の加速化

河道掘削、堤防整備　等

新井郷川、大通川（新潟）、福島
潟（新発田・新潟）、駒林川（新発
田）、阿賀野川（津川）の工事を
実施

短期～
長期

下里地区はR4年度整備完了
中期～
長期

洪水を河川内で安全に流す対策

蔵岡地区（水衝部対策）をR7年
度完成に向けて整備中

短期～
中期

堤防強化（浸透対策）を実施中
短期～
長期

合流点処理
藤戸川合流点処理事業として、
逆流防止樋門・築堤護岸の工事
を実施中

短期

【H30～R2】
防災・減災、国土強靱化関係予
算（緊急対策）等による、河床掘
削工事・伐木業務委託等を実施
（新発田・新潟・新津・津川）

短期

【R3～R45】
緊急浚渫推進事業債を活用した
河床掘削工事・伐木業務委託等
を実施（新発田・新潟・新津・津
川）

短期

宅地嵩上げ
宅地嵩上げを含めた整備手法の
決定に向け地域と調整中（津川）

短期～
長期

桑山川で、H29年度～R6年度
（予定）で県営湛水防除事業によ
る排水機場新設工事を実施

短期

安野川および大荒川で、H10年
度～R11年度（予定）で県営湛水
防除事業による河川拡幅工事を
実施

短期～
長期

かんがい排水事業

塚田川で、H21年度～R9年度
（予定）で県営かんがい排水事
業と併せ行う農地防災排水事業
による河川拡幅工事を実施

短期～
長期

「粘り強い堤防」を目指した堤防強化

福島潟で一部実施済み（新発
田・新潟）、阿賀野川（白崎、吉
津工区）、中ノ沢川（岡沢工区）
で実施済み（津川）

短期～
長期

H29年度整備完了 完了 危機管理型ハード対策

防災拠点等の整備 防災拠点等の整備を検討中
引き続
き検討

②　内水氾濫対策

概ね10年に1回発生する降雨
（最大で約50㎜/hの計画降雨)に
対し、雨水管、雨水ポンプ場の
整備

短期～
長期

内水対策として雨水路の整備及
び維持管理を社会資本整備総
合交付金にて実施中

短期～
長期

H30年度に、国が古川樋門に堤
防乗り越し管を、県と市が排水
ポンプ格納施設を設置

短期～
長期

治水計画に伴う内水問題への注
視

短期～
長期

排水機場等の適切な維持管理
短期～
長期

（排水機能の配備）

排水機場の適正な維持管理及
び更新のタイミングに合わせて
耐水化を実施

排水機場の耐水化

防水板設置工事、住宅嵩上げ工
事、駐車場嵩上げ工事に対し助
成金の交付

短期～
長期

（宅地嵩上げ）（浸水防止施設等の整備）

③　土砂災害対策

砂防関係施設の整備 砂防関係施設の整備
短期～
長期

実川・馬取川流域
短期～
長期

地すべり対策 地すべり対策施設の整備
短期～
長期

滝坂地すべり対策事業
短期～
中期

④　高潮・津波対策

気候変動を踏まえた海岸保全対策の推進

⑤　流水の貯留機能の拡大

利水ダムの洪水調節機能強化
（阿賀野川水系治水協定R2.5.29
締結）

短期～
長期

利水ダムの洪水調節機能強化
（阿賀野川水系治水協定R2.5.29
締結）

短期～
長期

利水ダムの洪水調節機能強化
（阿賀野川水系治水協定R2.5.29
締結）

短期～
長期

利水ダムの洪水調節機能強化
（阿賀野川水系治水協定R2.5.29
締結）

短期～
長期

⑥　流域の雨水貯留機能の向上

雨水浸透ます、雨水貯留タンク
の設置に助成金の交付

短期～
長期

（調整池の整備）

学校グラウンドに設置した貯留
浸透施設について、適切な管理
を実施

短期～
長期

概ね10年に1回発生する降雨
（最大で約50㎜/hの計画降雨)に
対し、雨水貯留施設の整備

短期～
長期

整備した田んぼダム農地関係者
と連携し、適切な管理を実施

短期～
長期

多面的機能支払交付金事業に
取組み、農用地の保全に努め
た。

農家の協力による洪水時に現況
排水施設を利用した「田んぼダ
ム」の取組について合意形成（１
地区）

短期～
長期

水田の貯留機能の向上
短期～
長期

（田んぼダムの活用）

農家の協力による「田んぼダム」
の取組みを支援

短期～
長期

地域の自発的な共同活動として
行う流出抑制の「田んぼダム」の
取組について、市町村と連携し
普及啓発に取り組んでいる

農地、農業用施設の適正な保全
管理による多面的機能（防災機
能の向上）の発揮

短期～
長期

農地、農業用施設の適正な保全
管理による多面的機能（防災機
能の向上）の発揮。

短期～
長期

農地、農業用施設の適正な保全
管理による多面的機能（防災機
能の向上）の発揮。

短期～
長期

間伐等の森林整備の実施
短期～
長期

山地災害危険地区等における森
林整備対策（国土強靭化5か年
対策）に基づき、山地災害危険
地区や重要なインフラ周辺等の
エリア、氾濫が再発する恐れの
ある河川上流域等において、森
林が持つ防災・保水機能がより
発揮できるよう間伐等の森林整
備を実施

短期
流域内の水源林造成事業地に
おける森林整備

短期～
長期

治山：荒廃森林の整備、渓間
工、山腹工等の実施

短期～
長期

森林整備と同様、山地災害危険
地区や重要なインフラ周辺等の
エリア、氾濫が再発する恐れの
ある河川上流域等において治山
対策を実施

短期～
長期

森林整備及び治山対策に資す
る路線を中心に林道等の整備を
推進

短期～
長期

阿賀野川流域の減災に係る取り組み方針

河床掘削、伐木業務委託

湛水防除事業

都市浸水対策の強化

利水ダム等による事前放流の更なる推進（協
議会等の創設等）

流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化
（貯留機能保全区域の創設、雨水貯留浸透施
設整備の支援制度の充実）

水田の貯留機能の向上

森林整備、治山対策

堤防強化

令和７年２月末

阿賀野川水系流域治水プロジェクト
新潟市 五泉市 阿賀野市 新発田市 阿賀町 東北電力株式会社 新潟県 新潟地方気象台 北陸農政局 下越森林管理署 新潟水源林整備事務所 阿賀野川河川事務所
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阿賀野川流域の減災に係る取り組み方針

令和７年２月末

阿賀野川水系流域治水プロジェクト
新潟市 五泉市 阿賀野市 新発田市 阿賀町 東北電力株式会社 新潟県 新潟地方気象台 北陸農政局 下越森林管理署 新潟水源林整備事務所 阿賀野川河川事務所

都市計画法に基づく開発行為の
許可時に、要件となる防災施設
（雨水貯留・洪水調整施設等）を
確認

短期～
長期

都市計画法に基づく開発行為の
許可時に、要件となる防災施設
（雨水貯留・洪水調整施設等）を
確認

短期～
長期

・都市計画法に基づく開発行為
の許可時に、要件となる防災施
設（雨水貯留・洪水調整施設等）
を確認

短期～
長期

⑦　その他

降雨時における農業用ため池の
低水位管理の検討･実施

短期～
長期

・阿賀野川圏域河川整備計画の
早期完了を目指した要望活動の
実施
・避難路となる国・県道の浸水対
策の早期着手を求める要望活動
を実施
・降雨時における農業用ため池
の低水位管理の検討･実施

短期～
長期

被害対象を減少させるための対策

①　水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

防災指針の追加や居住誘導区
域の見直しを含めた立地適正化
計画の改定の検討

未定

立地適正化計画の策定（Ｈ29.3）
　基本的な考え方として、洪水浸
水想定区域など災害発生の恐
れのある区域は居住誘導区域と
しないことを明記。ただし、すで
に市街化していて洪水浸水想定
区域に含まれる区域において
は、今後の浸水対策やソフト対
策でリスク軽減が図られるものと
して居住誘導区域を設定してい
る。

短期～
長期

立地適正化計画策定済（R4.7）
R4年
度

浸水被害軽減地区の検討を実
施

立地適正化計画の作成

②　まちづくりでの活用を視野にした土地の水災害リスク情報の充実

③　浸水範囲の限定・氾濫水の制御

④　その他

利水事業者に対する河積断面
確保に向けた協力の要請

短期～
長期

浸水被害軽減地区の指定に参
考となる情報の市町への提供

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

①　知る機会を増やす

流域治水の広報

河川管理者が作成した水防災に
関するパンフレットを危機管理防
災局及び区役所の窓口に設置
し、市民へ配布

広報誌及びイベント等において
水害・土砂災害に関する啓発活
動を実施

広報誌で水害・土砂災害に関す
る啓発活動を実施（５回）

広報誌で水害・土砂災害に関す
る啓発活動を実施

広報誌やパネル展等で水害及
び土砂災害に関する啓発活動を
実施

H28年度から継続的にクリアファ
イル「洪水から命を守る」をほぼ
配布済（新発田・新潟・新津・津
川）

水防災に関する防災気象情報
の資料を作成し、出前講座等で
使用

防災イベント、パネル展等で水
害・土砂災害に関する啓発活動
を実施（５～６月）

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

パンフレットを窓口に設置
振興局作成の水防に関するパン
フレットを窓口へ設置

水防に関するパンフレットを窓口
へ設置

出前講座、ダムへの見学者、R3
年度阿賀野川・早出川総合水防
演習時等で配布する「阿賀野川
水系早出川洪水浸水想定区域
図」や河川に関する情報につい
てを記載したクリアファイルを
R2.2月に作成（新津）

大雨に対する備えを記したパン
フレットを発行し、必要に応じて
配布実施

水防災に関するパンフレットの作
成、配布

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

R6洪水避難啓発ポスター及び土
砂災害避難啓発ポスターを作成
し、県内のコンビニ等に掲示（河
管課・砂防課）※R7も作成・掲示
予定あり

広報誌でダム放流に関する啓発活動を
実施

広報誌でダム放流に関する啓発
活動を実施（市町村、１回）

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

ポスターでダム放流に関する啓発活動
を実施

ダム放流に関するポスター配布
により啓発活動を実施（近隣小
中学校、市役所他１回）

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

上流域と連携した広報活動を実施

・上流域（福島県）と連携した広
報活動の実施
・阿賀野川水系流域治水プロ
ジェクトのポスターを作成

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立
つ広報や資料を作成・配布

連携活動

洪水時の公衆災害防止を目的と
して、出水時の通知通報の方
法・連絡体制などの確認と意見
交換を実施（国、市町村、警察、
消防）

洪水対応演習時に、通知通報の
方法・連絡体制などを改めて確
認

操作規定で定められた通知内容
以外についても、県・市町村・警
察と協議を行い、運用による通
知を実施（県・市町村・警察）

自治体、消防団等と連携した洪水対応
演習、災害対策車両等訓練、重要水防
箇所の点検等を実施

・洪水対応演習の実施
・阿賀野川水防連絡会にて連絡
体制を確認
・河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加
・阿賀野川新潟ブロック水防訓
練を実施

・関係機関が連携した洪水対応
演習を実施
・国・県・市等の共催により阿賀
野川・早出川総合水防演習を実
施【R3】
・市主催の防災訓練を実施

・洪水対応演習、災害対策車両
等訓練、重要水防箇所の巡視等
へ参加し関係機関との連携を強
化
・毎年、出水時前に発電機を古
川樋門付近に設置し稼働の確認
を実施

・河川管理者が行う情報伝達訓
練に参加

・内水対応地区での現地確認及
び樋門操作、情報伝達等の水防
訓練を検討
・水防資機材点検及び非常招集
訓練等を実施
・阿賀町水防訓練を実施
・情報伝達訓練に参加

・「阿賀野川洪水対応演習」に参
加
・「阿賀野川洪水対策連絡協議
会」にて連絡体制を確認

・【R3.5.30】阿賀野川・早出川総
合水防演習にて排水ポンプ車の
実働訓練に参加（新発田、新
潟、新津、津川）
・【R6.5.16】五泉市で阿賀野川河
川事務所、関係市町と排水ポン
プ車の実動訓練に参加（新発
田・新潟・新津・津川）
・【R6.5.15】県内関係機関で洪水
対応演習を実施（新発田、新潟、
新津、津川、河管課）

・【R6.5.15】洪水対応演習を実施
・関係機関と情報共有を図りな
がら、今後も適宜支援を実施

・自治体と連携した洪水対応演
習の実施
・出水期前における自治体、消
防団と共同した重要水防箇所等
の点検
・阿賀野川災害対策車設置訓練
を実施

○関係機関が連携した訓練の実施
○自治会や地域住民が参加した水害に対す
るリスクの高い箇所の共同点検の実施
○水防団等への連絡体制の確認と首長も参
加した実践的な情報伝達訓練の実施
○毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等
を実施

重要水防箇所での水防活動に関して河
川管理者と自治体の連携を強化

・河川管理者と連携し阿賀野川
重要水防箇所の巡視に合わせ
て水防資機材の配備状況の確
認
・河川管理者と実施した阿賀野
川重要水防箇所の合同巡視に
参加

・河川管理者が主催する重要水
防箇所等の共同点検に参加。
・水防資機材は出水期前に確認
を行い、補充している
・地元町内会長からの申し出に
より、不足分を補充している

・JR羽越本線橋梁右岸部の水防
活動について、河川管理者との
連携を強化
・【R6.5.23】河川管理者主催の阿
賀野川重要水防箇所等巡視に
参加

・洪水発生時の迅速かつ安全な
救出救助等に備え、自衛隊と合
同巡視を実施
・河川管理者が主催する重要水
防箇所の合同巡視に参加
・重要水防箇所等の合同点検時
に合流部の内水被害発生箇所
を確認し状況把握と情報共有を
実施

・阿賀野川重要水防箇所等の巡
視に参加【満願寺管内】

【R6.6.12】阿賀野川河川事務
所、沿川市町、東北電力と合同
で重要水防箇所、および各機関
管理の水防倉庫の備蓄資材等
の確認を実施（新発田・新潟・新
津・津川）

・重要水防箇所の合同巡視によ
り、自治体・消防団との連携を強
化
・JR羽越本線橋梁右岸部の水防
活動について、河川管理者、市
（危機管理課・消防本部・消防
団）で現地確認を実施
・津川地区振興事務所、阿賀町
職員と合同で重要箇所、要請時
の排水ポンプ車の配置箇所確認

○自治体関係機関や水防団が参加した洪水
に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施
○洪水に対するリスクが特に高いJR羽越本線
橋梁右岸部の水防活動に着目したタイムライ
ンの整備
○本川と支川の合流部等の対策（リスク情報
の共有）

樋門・樋管、水門等の操作員との連携を
強化

樋門・樋管、水門等の開閉調整
を実施する操作員との連携を強
化（水門等操作員研修会（国）へ
の出席：胡桃山水門・胡桃山排
水機場）

樋門・樋管、水門等の開閉調整
を実施する操作員との連携を強
化（水門等操作員研修会（国）へ
の出席：太田川排水機場、三本
木第二排水樋管）

小松大沢川、海老漉樋門、古川
樋門、安野川水門等の水門開閉
調整を委託管理者が実施

樋門・樋管、水門等の開閉調整
を実施する操作員との連携を強
化（樋門操作等のマニュアル作
成）

【R4参加】樋門・樋管、水門等の
開閉調整を実施する操作員との
連携を強化（水門等操作員研修
会（国）への出席：新井郷川水
門、通船川水門）（新潟）

樋門・樋管、水門等の開閉調整
を実施する操作員との連携を強
化（水門等操作員研修会の開
催：個人委託）

都市浸水対策の強化（下水道浸水被害軽減総
合事業の拡充等）

開発の規制や居住の誘導に有効な多段階な
浸水リスク情報の充実

二線堤の整備や自然堤防の保全

その他

広報誌や防災イベント等で水害・土砂災
害に関する啓発活動を実施

ダム放流時の通知通報の方法・連絡体
制などの確認と意見交換を実施

まちづくりと一体となった土砂災害対策の推進

雨水貯留浸透施設の整備（民間企業等による
整備、未活用国有地の活用）

その他

リスクが高い区域における立地抑制、移転誘
導（浸水被害防止区域の創設）

高台まちづくりの推進（線的・面的につながった
高台・建物群の創出）



■阿賀野川水系（阿賀野川）流域治水プロジェクト、減災に係る取組方針　　取組状況確認様式 時点
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阿賀野川流域の減災に係る取り組み方針

令和７年２月末

阿賀野川水系流域治水プロジェクト
新潟市 五泉市 阿賀野市 新発田市 阿賀町 東北電力株式会社 新潟県 新潟地方気象台 北陸農政局 下越森林管理署 新潟水源林整備事務所 阿賀野川河川事務所

排水作業に関する連携強化及び実動訓
練の実施

・洪水対応演習にて排水ポンプ
車出動要請の連絡体制の確認
・河川管理者が行う操作訓練に
参加する予定
・運転調整基準及び方法を検討

・排水ポンプ車出動要請時の連
絡体制を確認
・河川管理者が行う定期的な操
作訓練に参加

・H30年度に、国が古川樋門に
堤防乗り越し管を、県と市が排
水ポンプ格納施設を設置
・排水ポンプ車出動要請時の連
絡体制を確認

・内水排除の必要な樋門を選定
し排水ポンプ設置応援業者の選
定と大型排水ポンプ車等の配備
を検討
・排水ポンプ車出動要請時の連
絡体制を確認
・河川管理者が行う操作訓練に
参加する予定
・排水ポンプ車等の整備を検討

・整備局へR6.7.18に連絡体制の
確認及び実働訓練の協力依頼
（河管課）
・【R6.5.27】阿賀野川河川事務
所、阿賀町職員と合同で重要箇
所、要請時の排水ポンプ車の配
置箇所確認（津川）

・毎年、出水期前に県・市・町と
連携して連絡体制の整備を行
い、情報共有を図る
・毎年、排水機場の操作に関す
る沿川自治体との合同訓練を実
施
・排水ポンプ車の定期的実働訓
練の実施（1回/月）

○大規模水害を想定した阿賀野川排水計画
（案）の検討を実施
○排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を
整備
○関係機関が連携した排水実働訓練の実施
○内水排水ポンプの運転調整の検討

社会科見学等の機会を利用し、ダム、排
水機場、砂防堰堤等の役割や効果、必
要性を説明（新潟県、阿賀野川河川）

小学校の早出川ダム見学会の
機会を利用し、ダムの役割や効
果等を説明（R5年度7校、R6年
度6校）（新津）

小学校、自治会などの河川管理
施設の見学、砂防施設の見学時
に、役割や効果等を説明

②　自分事と捉えることを促す

リスク情報等の提供

まるごとまちごとハザードマップの設置 検討中

・阿賀野川氾濫浸水区域の自治
会へまるごとまちごとハザード
マップを設置（R6年度は下黒瀬
と西岡で３月に設置）
・電柱への洪水ハザードマーク
の取り付け及び補修

まるごとまちごとハザードマップ
の設置支援（看板等作成、設置
に伴う防災講習の実施）

まるごとまちごとハザードマップを整備

内外水一体型リスクマップの公表
内外水一体型リスクマップの公
表（１地区）

浸水想定区域、土砂災害警戒区域等の
公表

・【H29.6】早出川洪水浸水想定
区域図（L2）公表（新津）
・【H30.6】常浪川洪水浸水想定
区域図（L2）公表（津川）
・【R1.7】安野川洪水浸水想定区
域図（L2）公表（新発田）
・【R1.11】新谷川・姥堂川洪水浸
水想定区域図（L2）公表（津川）
・【R5.3】阿賀野川支川22河川の
洪水浸水想定区域図(L2)公表
（津川）
・【R3.3末現在】新井郷川水系で
洪水浸水想定区域図（L2）をR5
に作成予定（新発田）
【R6.7】早出川支川10河川の洪
水想定区域図（L2）公表（新津、
河管課）

・阿賀野川・早出川洪水浸水想
定区域図の策定・公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域の自
治体への提供
・「浸水ナビ」による氾濫シミュ
レーションの公表

想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区
域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水
ナビ等による公表）

洪水ハザードマップの更新、内水ハザー
ドマップの作成・公表

・洪水ハザードマップの更新
・内水ハザードマップの作成・公
表
・防災重点ため池について、ハ
ザードマップの作成・公表

想定最大規模降雨の洪水浸水
想定区域を表示したハザード
マップ作成と全世帯への配布が
H30.4で完了

想定浸水深や家屋倒壊等氾濫
想定区域を示した洪水ハザード
マップを作成。H30.5に全世帯へ
配布。防災塾で説明を実施。
・防災重点ため池について、ハ
ザードマップを作成・全戸配布
（2箇所）。

想定最大規模の降雨による洪水
浸水想定区域も含めた新発田市
ハザードマップの全戸配布及
び、市民公開GISにて公開した

・想定最大規模降雨の洪水浸水
想定区域と示した、洪水ハザー
ドマップを作成し全戸配布及びＨ
Ｐで公開完了
・洪水ハザードマップ（中小河川）
の配布完了

広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハ
ザードマップの策定・周知

各種ハザードマップの周知、住民の水
害・土砂災害リスクに対する理解促進の
取組

総合ハザードマップ、洪水・土砂
災害等ハザードマップの周知

ハザードマップの周知および住
民の水害・土砂災害リスクに対
する理解促進の取組

ハザードマップ（想定最大規模の
降雨による洪水浸水想定）の全
戸配布及び市民公開GISでの公
開

・想定最大規模降雨の洪水浸水
想定区域と示した、洪水ハザー
ドマップを作成し全戸配布及びＨ
Ｐで公開
・洪水ハザードマップ（中小河川）
の配布

広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハ
ザードマップの策定・周知

メール、SNS、Lアラート等を利用した住
民への防災情報等の提供

・SNS、にいがた防災メール、Lア
ラート、緊急速報メールなどを活
用した情報発信
・緊急告知FMラジオについて、
市HPに掲載し市民に周知
・津波用として設置してある同報
無線について河川洪水用として
も活用

防災行政無線を活用して市民へ
情報提供

・安全安心メールやLINEによる
情報提供
・H31.1から緊急告知FMラジオ配
付事業を実施

・無線、消防団メールを活用した
連絡体制の強化
・災害発生のおそれがある地域
の住民や避難行動要支援者、自
治会などへの緊急告知FMラジオ
の貸与
・津波用同報無線は設置してい
ないが、J-ALERTと連動したサ
イレンを設置済み

洪水時のダム放流情報や水位
情報等をTV電話（告知情報端
末）で随時情報発信

【R1.7】河川情報のプッシュ型配
信サービスを開始（河管課）
【R4.5末】新潟県防災ナビアプリ
に河川水位、河川カメラ情報及
び土砂災害危険度情報等を表
示（河管課・砂防課）

・川の防災情報のスマートフォン
対応（H28.3～）
・事務所X（旧Twitter）を用いた
情報提供
・「緊急速報メール」サービスを
用いたプッシュ型の情報発信
（H29.5～）

リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の
発信など防災情報の充実

防災アプリの普及啓発による避難に必
要な情報の周知

防災アプリの普及啓発による避
難に必要な情報の周知（通年）

防災アプリの普及啓発による避
難に必要な情報の周知（通年）
（河管課・砂防課）

リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の
発信など防災情報の充実

防災メール等の利用者増加にむけた周
知活動

携帯電話やパソコンのメールを
利用した五泉あんしんメールに
ついて、更なる普及のため周知・
広報を実施する。出水期前の市
広報誌での周知に加え、出前講
座や移動市長室、催事での周知
を実施

安全安心メールやLINEについ
て、広報誌やホームページへの
記事掲載、防災塾におけるチラ
シの配布により周知

登録制防災メールやLINEの登録
者増加のため、周知・広報を実
施

防災アプリについて、広報誌や
ホームページへ記事掲載、防災
アプリ教室開催による周知

リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の
発信など防災情報の充実

避難場所や経路等に関する情報の周知
（気象・防災情報の提供）

・新潟県から情報提供後、家屋
倒壊等氾濫想定区域を洪水ハ
ザードマップに掲載し、全戸配布
及びホームページで公表
・阿賀野川流域において、家屋
倒壊等氾濫想定区域内にある
避難所について、避難所を開設
しないこととしている。（北区：１箇
所　江南区２箇所　秋葉区２箇所
）
・避難所ごとに水害時の浸水深
や避難の可否について確認後、
新潟市洪水ハザードマップにお
いて、避難所の評価を記載して
全戸配布及びホームページで公
表
・浸水想定規模の変更があった
場合は、随時避難所の評価を見
直し、ハザードマップ及び地域防
災計画を修正

・避難場所や経路等に関する情
報の周知（気象・防災情報の提
供）
・浸水深3ｍ以上・家屋倒壊等氾
濫想定区域については、早期立
ち退き避難区域として指定し、ハ
ザードマップへ記載した
・家屋倒壊等氾濫想定区域等を
表示したハザードマップ作成と全
世帯への配布がH30.4で完了。
浸水深3ｍ以上・家屋倒壊等氾
濫想定区域については、早期立
ち退き避難区域として指定し、ハ
ザードマップへ記載した。
・地域防災計画の変更及びハ
ザードマップへ記載した。

・想定浸水深や家屋倒壊等氾濫
想定区域を表示した洪水ハザー
ドマップを作成。H30.5に全世帯
へ配布
・H30.5に配布した洪水ハザード
マップに、各避難所の洪水時の
利用可能判定を掲載。ハザード
マップの説明と併せて、利用可
能判定についても説明を実施
・ハザードマップの説明の際に、
垂直避難等、柔軟な避難方法に
ついて説明を実施。

・水害時に使用できない場合が
ある避難所の周知
・ハザードマップに水害時に使用
できない避難所を掲載
・福祉避難所の追加指定　2箇所
市内合計7か所

・ハザードマップの説明と併せ
て、利用可能判定についても説
明を実施
・ハザードマップの説明の際に、
垂直避難等、柔軟な避難方法に
ついて説明を実施

立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の
検討

河川監視カメラによる情報提供
河川監視カメラによる情報提供
（５箇所）

【R2.7】簡易型河川監視カメラを8
河川14箇所に設置し、画像情報
を河川防災情報システムにて公
開（河管課）

簡易河川カメラ（5基）、管内
CCTV映像による情報提供

円滑な避難活動や水防活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計や量水標等の設置

道路管理用カメラなどを用いた内水の
冠水状況等の情報取得方法の検討・検
証

ワンコイン浸水センサ実証実験
に参加

円滑な避難活動や水防活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計や量水標等の設置

気象情報の発表・充実、予報精度の向
上

・「危険度を色分けした時系列
表」を提供中
・気象警報・注意報を発表し、現
象ごとに警戒期間、注意期間、
ピーク時間帯、雨量などの予想
最大値を周知
・気象情報の充実、予報精度の
向上（線状降水帯の予測精度向
上等に向けた取り組み強化）

キキクル（危険度分布）の改善 キキクル（危険度分布）の改善
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雨量、水位、土砂災害危険度、土砂災
害警戒区域等に関する情報の公開（新
潟県）

・雨量、水位、土砂災害危険度、
土砂災害警戒区域等に関する
情報の公開（河管課・砂防課）
・危機管理型水位計の設置（18
河川18箇所）（河管課）
・柴倉川水系に新設の丸淵雨量
局、合川水位局（阿賀町 常浪
川）をR1.6月に設置済（津川）
・阿賀野川津川水位局、広瀬水
位局について、近年の水位上昇
速度を反映した水位設定の見直
しをR4.5月に実施済（津川）

危機管理型水位計の設置（13
基）

円滑な避難活動や水防活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計や量水標等の設置

洪水予測や河川水位の状況に関する解
説

洪水予測や河川水位の状況に関する解説

ホームページにおける河川水位、ダム
情報等の提供

告知端末（テレビ電話）等におけ
るダム情報等の提供

・会社ホームページにダム毎正
時情報等の掲載による情報提供
・ダム毎正時情報等を国土交通
省に伝送し、「川の防災情報」へ
の掲載による情報提供

新潟県河川防災情報システムに
よる情報提供（河管課）

「川の防災情報」による河川情報
の提供

地域包括支援センターでのリスク情報提
供

市内の地域包括支援センターに
ハザードマップの掲示について
依頼をし、設置済み

地域包括支援センターにハザー
ドマップを設置済み

地域包括支援センターが入る市
役所庁舎にハザードマップを掲
示（出水期期間中）

福祉部局を通じ、地域包括支援
センターへ情報提供を行い、高
齢者の意識啓発を行う

・地域包括支援センターに洪水
ハザードマップを掲示してもらう
よう依頼する

地域包括支援センターにハザードマップの掲
示や避難訓練のお知らせ等の防災関連のパ
ンフレット等を設置

教育活動

町内会や自主防災組織等からの依頼に
よる出前講座等を実施

自主防災組織や住民向けに、出
前講座や勉強会を実施（啓発Ｄ
ＶＤや豪雨・台風動画の視聴、マ
イ・タイムラインの作成、職員に
よる講演など）

・町内会や自主防災組織等から
の依頼による防災出前講座（ハ
ザードマップの説明、マイタイム
ラインの作成）（18回、427人）
・マイタイムライン作成に関する
出前講座などを実施
・市より希望する団体へ啓発
DVDや資料等の貸し出しや配布
を行った。

防災塾における自治会等の防災
講話（12回完了、313人）3月に2
回予定

・自主防災組織等育成強化のた
め、職員派遣を行い、講座を実
施
・自主防災組織へ出前講座を実
施。（ハザードマップ等の説明）

・行政区や自主防災組織等から
の依頼による防災出前講座（防
災アプリ、ハザードマップの説
明）

消防学校職員へ水防災に関す
る講義を計15回（R1～R6）実施
（河管課）

出前講座等の機会に水防災に
関する防災気象情報を説明

自治会等からの依頼による出前
講座の実施

出前講座等を活用し、水防災等に関する説明
会を開催

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向
上を図るための自主防災組織の充実

小中学校への防災学習、出前授業の実
施

・新潟県防災教育プログラムに
基づき全小中学校の各学年で、
防災教育（洪水災害）を実施
・R2以降、「防災教育」学校・地
域連携事業指定校における防災
教育プランの見直し
・防災士や消防署・消防団等と
連携した体験型の防災学習を実
施
・学校と家庭や地域が連携した
実践的な防災教育を実施
・公民館と連携した防災講座の
実施

・小中学校への防災学習等の開
催（3回、135人）
・マイタイムライン作成に関する
出前講座などを実施

・小中学校で防災教育（講座）を
実施（8回完了、278人）3月に1回
予定
・小学5年生を対象に防災ハンド
ブックを配布

・市内小学校などで防災出前授
業を実施
・全小学校（4年生）を対象に防
災教育を実施

・洪水ハザードマップを活用した
勉強会の開催
・小学校で防災学習を実施

・地域を流れる河川への理解を
深めてもらうため小学校への出
前講座の開催（R4年度：新潟4
校・津川1校、R5年度：新津3校、
R6年度：新津3校、津川1校）
・小学校において、農業や生活
を守るための排水機場の重要性
や田んぼの多面的機能に関す
る出前講座等を継続して行って
いく

関係機関と情報共有を図りなが
ら、水災害教育へ適宜支援を実
施

小中学校への防災学習、出前授
業の実施

小中学校等における水災害教育を実施

防災リーダー養成講座、地域防災研修
の実施

・防災士対象の研修で関係機関
と連携した研修会の実施
・防災士資格取得費用の助成
・防災士スキルアップ研修会を
実施
・女性防災リーダー育成講座を
実施

・講師を依頼し、地域特性を踏ま
えた災害対策等を目的とした地
域防災研修の開催（2回、51人）
・防災リーダー養成講座の開催
（1回、15人）

【R6.11.16】新潟県と共催で親子
防災セミナーを実施。（1回、11
人）
【R6.11.30】阿賀野市社会福祉協
議会と共催で自主防災講話を実
施。（1回、36人）

・市防災協会で防災リーダー育
成の研修や訓練を実施（年１回）
・未組織自治会へのアンケート
文書の送付。設置までの具体的
な方法についての指導等。

防災教育等の場を活用し、想定
最大の浸水想定区域図の説明

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向
上を図るための自主防災組織の充実

地域防災力の向上のための人材育成

ニーズに応じて「田んぼダム」説明会を
開催

ニーズに応じて「田んぼダム」説
明会を開催

訓練活動

自主防災組織の活動支援

・自主防災組織の活動を支援
（費用助成・市推奨訓練の設置）
・新規に結成した自主防災組織
に対する資機材の供与や防災
訓練を実施した際の助成金の整
備を実施。

・自主防災組織の育成・強化の
ため、防災塾（講座・訓練）を実
施
・自主防災組織率が低いため、
引続き設立の支援を行う
・新潟県と共催で、町内会関係
者等を対象とした自主防災シン
ポジウムを開催した【R2.2現在】

自主防災組織の支援　活動や資
機材整備への補助金支給など

自主防災組織の設立、防災訓練
の呼びかけ、実施による地域防
災力の向上を図った

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向
上を図るための自主防災組織の充実

消防団による水防工法訓練の実施 水防技術講習会に参加
水防訓練の実施（消防団による
水防工法訓練）（1回、220人）

消防団による水防工法講習会に
参加（1回、130人）

別河川の水防工法演習に参加
水防訓練の実施（消防団による
水防工法訓練）（1回、７６人）

水防技術講習会に参加（職員が
3回（R2.10.27、11.10、11.24）参
加（津川））

水防管理団体が実施する、水防
訓練への支援を実施

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講
習会を実施

住民参加型の地域防災訓練の実施
自治会単位の防災訓練におい
て、避難所への避難訓練を実施

住民参加型の地域防災訓練を
実施（1回、707人）

市の防災訓練における住民参加
型の避難訓練を実施（1回、600
人）

・総合防災訓練に合わせ、住民
参加型の避難訓練を実施（１回）
・Lアラート、緊急速報メールを用
いた総合防災訓練の実施

・行政区単位で避難場所への避
難訓練を実施
・Lアラート等を用いた防災訓練
を実施

関係機関と情報共有を図りなが
ら、今後も適宜支援を実施。

各自治体の地域防災訓練に参
加

関係機関が連携して、自治体の避難情報、河
川やダム等の防災情報等を活用した住民参
加型の避難訓練や、避難場所への避難訓練
の実施

自治会主動の避難訓練

・防災塾における自治会等の避
難訓練（1回、55人）3月に1回予
定
・自治会単位の防災訓練におい
て、避難場所への避難訓練を実
施

・地域住民が参加した避難場所
への避難訓練の実施（自治会主
動で実施）
・各自主防災組織にて防災訓練
等の実施

・地域住民が参加した避難場所
への避難訓練の実施（自治会主
動で実施）

関係機関と情報共有を図りなが
ら、今後も適宜支援を実施。

関係機関が連携して、自治体の避難情報、河
川やダム等の防災情報等を活用した住民参
加型の避難訓練や、避難場所への避難訓練
の実施

③　行動を誘発する

計画策定

要配慮者利用施設等の避難確保計画
の作成促進

要配慮者利用施設について、説
明会の実施やお知らせの送付な
どにより避難計画策定の推進を
行う。要配慮者利用対象施設へ
避難確保計画策定の依頼を実
施、未提出の施設へ提出を促す

・要配慮者利用施設に対し必要
な情報提供を行い、避難計画策
定を促す
・避難確保計画作成状況【R6.10
現在】56/56施設作成済み

・要配慮者施設に対し、避難確
保計画の策定を促進
・全ての施設対応済み【R7.3現
在】49/49施設作成済み

・避難確保計画未作成の要配慮
者利用施設への作成呼びかけ
・対象施設67施設中67施設が策
定済み

・要配慮者利用施設における計
画策定の推進を行う。相談を受
けた施設は対応済み。引き続き
計画策定を促す
・【R7.2現在】6/16施設作成済み

・避難計画策定の推進・要配慮
者利用施設向け啓発チラシを作
成・配布（河管課）
・施設管理者に対して水害時の
避難に役立つ情報提供（チラシ
配布）を行った（R2.10）
・施設管理者に対して計画の作
成を促す通知を行った（R3.7.30、
R5.4.17）。
・市町村に対して、計画の作成
状況の調査を実施し、関係機関
と共有した（計画策定済み施設
数：2,913/3,093（94.2%）R6.9.30
時点）（河管課）
・市町村に対して土砂災害に係
る避難確保計画作成状況調査を
実施し、関係機関と共有した（計
画策定済み施設数：369/380
（97.1%）R6.9.30時点）（砂防課）
・県が主体となり施設管理者向
けの講習会を開催した（加茂市、
佐渡市、関川村、南魚沼市、村
上市、新潟市、燕市、胎内市）
（河管課・砂防課）

協議会等において要配慮者利用
施設による避難確保計画等の作
成状況を共有

要配慮者利用施設による避難確保計画の作
成に向けた支援を実施

避難確保計画を策定した要配慮者利用
施設等に対する避難訓練の支援

避難確保計画を策定した要配慮
者施設等の避難訓練へ参加し、
避難方法等について助言

避難確保計画を策定した要配慮
者施設等に対して避難訓練の支
援を実施

マイ・タイムラインの作成および住民へ
の周知

「マイ・タイムライン」の普及に向
けて、新潟市独自のひな形を作
成し、ＨＰへ掲載するとともに、
「にいがた防災メール」やチラシ
の配布（各自主防災会、区役所
窓口）を実施

・マイ・タイムライン記入シートと
手引きを作成し、全戸配布。
【R4.9】
マイ・タイムラインの使い方や記
入方法を市広報、HP、youtube
などで周知
・マイ・タイムライン作成に関する
出前講座などを実施

マイ・タイムラインの説明・周知
新発田市版マイタイムラインを作
成し、市民へ周知

自治体等からの依頼による出前
講座の際に、マイ・タイムライン
の説明、周知



■阿賀野川水系（阿賀野川）流域治水プロジェクト、減災に係る取組方針　　取組状況確認様式 時点

取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期 取組内容 時期

阿賀野川流域の減災に係る取り組み方針

令和７年２月末

阿賀野川水系流域治水プロジェクト
新潟市 五泉市 阿賀野市 新発田市 阿賀町 東北電力株式会社 新潟県 新潟地方気象台 北陸農政局 下越森林管理署 新潟水源林整備事務所 阿賀野川河川事務所

地域防災計画等の見直し・更新
防災会議を開催し、地域防災計
画の見直し・更新

県防災計画の変更内容が届き
次第、地域防災計画の見直し・
更新を予定

地域防災計画の適切な見直し
（参集基準、発令基準など）

・R7地域防災計画の見直し予定
・【R2.3】阿賀町業務継続計画を
策定
・地域防災計画に基づく下水道
事業BCPを策定

洪水キキクル（洪水警報の危険
度分布）活用にむけた地域防災
計画の改定支援を適宜実施

流域タイムラインの策定・運用

・関係機関と連携した防災行動
計画（タイムライン）の整備を実
施運用 。
・洪水対応演習時にタイムライン
を確認

・関係機関と連携した防災行動
計画（タイムライン）の整備を実
施運用。
早出川（国・県管理区間）のタイ
ムラインは整備済。

阿賀野川（国管理区間）につい
てはタイムライン整備済み。改善
については検討中。

検討中
阿賀野川、常浪川のタイムライ
ンを整備済み。阿賀野川のタイ
ムラインの改善を検討中

・関係機関と情報共有を図りな
がら、今後も適宜支援を実施。
・国、県、自治体が災害発生前
に取るべき防災行動を共有し、
災害対応の向上を図るために、
流域タイムラインをＲ６年度より
運用開始

関係機関と連携した流域タイム
ラインの策定・運用・改善

関係機関と連携した防災行動計画（タイムライ
ン）の整備

避難指示等の発令に着目した防災行動計画
（タイムライン）の整備及び検証と改善

参加市・町による広域避難計画の策定
及び支援

引き続き広域避難の現実性につ
いて検討

検討中 検討中 検討中 検討中

・計画規模洪水・想定最大規模
洪水に対する広域避難計画の
検討・策定・支援（河管課）
・H27.11及びH28.6に広域避難
検討地区の抽出や課題・対応に
ついて意見交換会を実施（河管
課）
・引き続き作成に必要な情報の
提供及び策定を支援(河管課)

関係機関と情報共有を図りなが
ら、今後も適宜支援を実施。

作成に必要な情報を提供
参加市・町による広域避難計画の策定及び支
援

土砂災害に関する行動計画策定の支援 検討中

出前講座にて土砂災害警戒区
域の指定されている地域には、
危険性を伝え、マイ・タイムライ
ンの作成を推奨している。

土砂災害に関する行動計画策定の支援

大規模工場等への浸水リスクの説明と
水害対策等の啓発活動

大規模工場へ浸水リスクの説明
や水害対策等の啓発活動を行う

自治体、施設管理者等からの要
請に基づき、技術的な助言等を
実施。

大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対
策等の啓発活動

水災害対策の支援

雨水浸透ます・貯留タンク設置への助成
交付

雨水浸透ます・貯留タンク設置
への助成交付

自主防災組織設立後、資機材整備や活
動等に対し補助金を支給

新規に結成した自主防災組織に
対する資機材の供与や防災訓
練を実施した際の助成金の整備
を実施。

・自主防災組織設立後、資器材
整備や活動等に対し補助金を支
給
・各所で出前講座を実施。市より
希望する団体へ啓発DVDや資
料等の貸し出しや配布を行った

自主防災組織設立後、資機材整
備や活動等に対し補助金を支給

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向
上を図るための自主防災組織の充実

希望する市民への土のうの事前配布
希望する自治会・自主防災組織
への土のうの事前配布

重要水防箇所のある行政区に
対し、資機材等を事前配備

避難所の運営

・地域住民主体の避難所運営組
織「避難所運営委員会」設立の
促進
・避難所担当職員の指名、担当
職員による避難施設の現状確認

多面的機能支払交付金による支援
「田んぼダム」に取り組む組織に
多面的機能支払交付金による支
援を実施

水防活動の支援

水防団・消防団との連携体制の強化
災害時の消防団との連携体制
の強化（出水期前）

関係機関、水防団、消防団、防
災隊等との連絡体制を確認

災害時の消防団との連携体制
の強化（出水期前重要水防箇所
合同巡視）

・気象状況に応じ、自治体に資
料提供、情報伝達を適宜実施
・市町村訪問により、避難判断
基準の解説及び台長による首長
訪問を実施し、市町村との連携
を強化

出水期前の水防資機材等の点検
出水時前に発電機を古川樋門
付近に設置し稼働の確認を実施

出水期前の水防資材の整備

⑥　その他

その他

新技術を活用した水防資機材の検討及
び配備

新技術を活用した水防資機材等
の配備については、検討中。

検討中 検討中 検討中
検討中（新発田・新潟・新津・津
川）

新技術を活用した水防資機材の検討及び配
備

洪水予測や水位情報の提供の強化（ダ
ム放流警報設備等の耐水化や改良等、
水文観測所の停電対策）

・水位観測所における耐水化完
了・設備改修による監視体制の
強化を実施中
・水害リスクラインにてR3.6から6
時間水位予測の提供を開始

洪水予測や水位情報の提供の強化（ダム放
流警報設備等の耐水化や改良等、水文観測
所の停電対策）

庁舎等の耐水化、非常用電源の整備

・市役所本庁舎においては、屋
上にも自家発電設備を設置する
など、水害時の対応を実施済み
・古町通7番町地区第一種市街
地再開発事業において、再開発
組合が整備する施設建築物（古
町ルフル）の電気室、機械室、自
家発電施設、備蓄倉庫、一時避
難施設等を、浸水予想高さより
上層階に設置した。（国と市によ
り施設整備費の内、共同施設整
備費の一部を補助）

災害対策本部が設置される庁舎
について、非常用電源の高さ対
策を実施済み。

本庁舎非常用電源の高さ対応
済み。

・本庁舎（災害対策本部設置庁
舎）浸水想定なし
・受水槽を上階に設置し、浸水
時も生活用水として確保

本庁舎（災害対策本部設置庁
舎）浸水想定あり。自家発電設
備の移設等を検討。太陽光発電
設備の設置により非常用電源の
確保。

・事務所・胡桃山出張所の浸水
対策は対応済み、満願寺出張所
の浸水対策は検討中
・非常用電源の高さ対策は検討
中

庁舎等の耐水化、非常用電源の整備

災害拠点病院等の機能確保のための
対策の実施状況を共有

あがの市民病院の建設にあた
り、盛土による想定浸水深より高
い場所に建設

適宜、協議会等において災害拠
点病院等の機能確保のための
対策の実施状況を共有

災害拠点病院等の機能確保のための対策の
実施状況を共有

応急的な避難場所の確保 検討中

洪水ハザードマップに記載され
ている民間施設等を活用した緊
急的な避難先の事例を収集し、
調整内容や協定の締結方法等
について協議会の場等を通じて
情報提供

応急的な避難場所の確保

水位周知河川の見直し及び追加指定の
検討

関係機関と引き続き協議
安野川が水位周知河川に指定
（R2年度）

安野川（金田町水位局・大室水
位局）を令和2年度より水位周知
河川とした（新発田）

水位周知河川の見直し及び追加指定の検討

水位予測の検討及び精度の向上
上流水位局による下流水位予測
の検討（河管課）

水害リスクラインにてR3.6から6
時間先の水位予測の提供を開
始

水位予測の検討及び精度の向上

気象情報発信時の「危険度の色分け」
や「警報級の現象」等の改善

・キキクル（危険度分布）の改
善：警戒レベル４相当の紫への
一本化、警戒レベル５相当の黒
の新設（R4.6）
・大雨特別警報（浸水害）の指標
の改善（R4.6）
・気象庁ホームページにおける
水害リスクラインと洪水キキクル
の統合表示（R5.2）

気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警
報級の現象」等の改善
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流域雨量指数（洪水警報の危険度分
布）を活用した水害危険性周知を検討

関係機関と引き続き協議
避難指示等発令の判断におい
て、流域雨量指数についても確
認

避難指示等発令の判断基準の
ひとつとしている

避難指示等発令の判断におい
て、流域雨量指数についても確
認

避難情報に関するガイドライン
（内閣府）R3.5改定を受けて、洪
水キキクル（洪水警報の危険度
分布）活用に向けた地域防災計
画の改定支援を適宜実施

流域雨量指数（洪水警報の危険度分布）を活
用した水害危険性周知を検討

市町村庁舎や災害拠点病院の施設関
係者への情報伝達体制、方法について
検討

市関係部署の水害に関する連
絡体制は構築済み

検討中
市関係部署の水害に関する連
絡体制は構築済み

町関係部署の水害に関する連
絡体制は構築済み

引き続き適宜実施 引き続き適宜実施

・市町村とのweb会議を活用した
ホットライン構築
・CCTV、危機管理型水位計、簡
易型監視カメラをはじめ監視体
制の強化を実施中

市町村庁舎や災害拠点病院の施設関係者へ
の情報伝達体制、方法について検討

水防団間での連携、協力に関する検
討、調整

出水期前に水防団を集めて連絡
体制等の確認を実施

検討中
無線、消防団メールを活用した
連絡体制の強化

度当初に消防団メール連絡の確
認（機能別消防団員含む）

水防団間での連携、協力に関する検討、調整

水防活動の担い手となる水防協力団体
の募集・指定を促進

各種イベント等あらゆる機会をと
らえ、消防団員の入団促進活動
を実施

広報・HP、地元消防団を通じ募
集中

・消防団作成の会報に団員募集
の記事を掲載
・市ホームページに消防団・消防
団協力事業所募集のページを掲
載

・ポスターの掲示などで消防団を
募集
・成人式会場にて消防団募集の
チラシ配布（R7/3/17予定）

広報、ポスター、で消防団員を募
集した。

ポスターの掲示を実施
水防活動の担い手となる水防協力団体の募
集・指定を促進

大規模水害時の復旧活動の拠点等配
置計画の検討を実施

必要に応じて検討（河管課） 検討中
大規模水害時の復旧活動の拠点等配置計画
の検討を実施

大規模災害時の救援・救助活動等支援
のための拠点等配置計画の検討を実施

検討中 検討中 検討中 検討中
引き続き作成に必要な情報の提
供及び策定を支援（河管課）

検討を実施
大規模災害時の救援・救助活動等支援のた
めの拠点等配置計画の検討を実施

協議会等の場を活用して、自主防災組
織、福祉関係者、水防団、水防団隊等
による避難時の声かけや避難誘導を含
む訓練及び出水時における実際の事例
の情報を共有

地域へのハザードマップに関す
る勉強会を開催する予定

協議会の情報を関係機関に情
報提供する

協議会等の場を活用して、自主防災組織、福
祉関係者、水防団、水防団隊等による避難時
の声かけや避難誘導を含む訓練及び出水時
における実際の事例の情報を共有

市町村の防災部局だけでなく高齢者福
祉部局についても、協議会等への参加
や防災部局から当該協議会等に関する
情報提供を受けるなどにより情報共有
を実施

高齢者福祉部局へ本協議会に
関する情報提供を行うとともに、
協議会への関わり方を検討中

高齢福祉課と協議会の情報を共
有する。

必要に応じて高齢福祉部局と情
報共有。

福祉部局へ当協議会に関する
情報を提供する。

福祉部局へ当協議会に関する
情報を提供する。

市町村の高齢者福祉部局へも
防災部局を通じ、協議会の参加
をお願いしている

市町村の防災部局だけでなく高齢者福祉部局
についても、協議会等への参加や防災部局か
ら当該協議会等に関する情報提供を受けるな
どにより情報共有を実施

大規模氾濫減災協議会において、地域
包括支援センター・ケアマネジャー等の
日常業務における防災に関する取組事
例を共有

情報共有の方法を検討する
福祉部局を通じ、地域包括セン
ター、ケアマネジャーへ情報提供

協議会毎に地域包括支援センター・ケアマネ
ジャーと連携した水害からの高齢者の避難行
動の理解促進に向けた取組の実施およびそ
の状況を共有

ケアマネジャーの職能団体の災害対応
研修の場等を活用し、ケアマネジャーへ
ハザードマップ等を説明する

要配慮者避難確保計画の作成
を依頼するにあたり、各施設に
ハザードマップのデータを提供

ケアマネージャーの研修会にお
いて、当該地域に係るハザード
マップ等を説明予定

R1.6.18にケアマネジャーや介護
事業所職員等を対象に、洪水の
危険性やハザードマップ等に関
する説明会を実施

福祉部局を通じ、地域包括セン
ター、ケアマネジャーへ情報提供

福祉部局を通じ、地域包括セン
ター、ケアマネジャーへ情報提供

要請を受け、説明を実施

協議会毎に地域包括支援センター・ケアマネ
ジャーと連携した水害からの高齢者の避難行
動の理解促進に向けた取組の実施およびそ
の状況を共有

大規模氾濫減災協議会の構成員による
地域包括支援センターの住民向け講座
等の機会を活用した最新の防災・減災
施策の説明や高齢者自身の災害・避難
カードの作成に対する協力を行う

実施可能な取り組みについて検
討を行う

要請により協力を積極的に行っ
ていく

協議会毎に地域包括支援センター・ケアマネ
ジャーと連携した水害からの高齢者の避難行
動の理解促進に向けた取組の実施およびそ
の状況を共有

「JETT」による自治体支援（災害時）

市町村等の防災対応の支援を
強化すべく、大規模な災害が発
生した（又は発生が予想される）
場合に、市町村の災害対策本部
等へ気象台からＪＥＴＴ（JMA
Emergency Task Team　気象庁
防災対応支援チーム）として職
員を派遣。現場のニーズや各機
関の活動状況を踏まえ、気象等
のきめ細かな解説を行うことによ
り、各関係機関の防災対応を支
援する

「あなたの町の予報官」による自治体支
援（主に平時）

平時からの自治体支援のため気
象台に、地域毎の担当チーム
「あなたの町の予報官」を編成
し、平時から気象台長による首
長訪問、支援チームによる担当
者打合せを実施し、市町村の円
滑な防災対応支援を実施、市町
村等との「顔の見える関係」を構
築、さらに、災害時の対応の振り
返り等を進め、平時・緊急時の
業務にフィードバックし防災支援
を充実する

大都市(21市)及び中部ブロック
(10県4市)間において、下水道事
業における災害時支援に関する
ルールに基づき、相互支援を行
う

民間事業者等との災害時救援
協定締結　54企業・団体

県内外の自治体との災害時相
互応援協定締結　25自治体

新潟市と日本下水道事業団で、
災害時支援協定を締結
災害状況の現地確認、災害報告
に必要な資料作成、被災下水道
施設の維持又は修繕に関する
工事　等

県内外の自治体との災害時相
互応援協定締結　48自治体

新潟市と３管路協会と災害時の
応援協定を締結。
 管路施設の被災状況調査、応
急対策及び災害復旧のための
調査、分析、対策工の検討。

事業内容の共有

年度当初、管内の関係行政機関
を対象とした打合せの場を設
け、その年度の事業計画や重点
取組等の情報交換を行い相互
連携を図る。また、個別事業ごと
に該当国有林所在市町へ計画
等の説明を行い情報共有を図る

短期～
長期

減災協や各自治体の防災会議
の場において共有

孤立集落の解消

過去の水害の検証結果から、内
水処理及び孤立集落の解消が
重点課題である。今後、関係機
関の協力を得ながら問題解決に
取り組む。また、今後は「阿賀町
国土強靭化地域計画」に沿った
事業に取り組む。

グリーンインフラの取り組み

①　自然環境の保全・復元などの自然再生

安野川の水際環境の創出
短期～
長期

阿賀野川の原風景であるレキ河
原の再生

短期～
長期

②　生物の多様な生息・生育環境の創出による生態系ネットワークの形成

森林における除間伐の実施
短期～
長期

ハクチョウのねぐら、サギ類の採
餌場となる浅場の創出

短期～
長期

餌場環境となる堤内地との連続
性の確保

短期～
長期

トキ・ハクチョウを指標とする生
態系ネットワーク形成

短期～
長期

災害時の相互支援
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海浜植物の保全
短期～
長期

③　治水対策における多自然かわづくり

河川改修事業において、治水・
利水機能を確保しつつ、本来河
川が有している生物の良好な生
息・生育環境の保全・創出を目
指す。

短期～
長期

④　自然環境が有する多様な機能活用の取り組み

森林・林業教育の実施
短期～
長期

市民団体等と協定を結び、森林
と触れ合えるフィールドを提供

中期～
長期

出前講座などによる河川環境学
習

短期～
長期

小学校と協働で行う水生生物調
査

短期～
長期


